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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／内外／資産複合
信託期間 2020年12月17日から2030年12月10日まで
運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、日本

および米国の株式、債券、金に分散投資
することにより、安定的な信託財産の成
長を目指して運用を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。
データ戦略分散マザーファンド
株価指数先物取引、債券先物取引、金
価格に連動する上場投資信託証券
（ＥＴＦ）等、日本の短期公社債、短
期金融商品

当ファンドの
運用方法

■日本および米国の株式、債券、金に分
散投資することにより、安定的な信託
財産の成長を目指して運用を行いま
す。

■ポートフォリオの構築に当たっては、
独自性の高いオルタナティブ・データ
等を活用するとともに、ポートフォリ
オ全体の目標リスク水準が年率５％程
度となるように行います。

■マザーファンドの運用にあたっては、
日興グローバルラップからの投資助言
を活用し、ポートフォリオを構築しま
す。

■外貨建資産については、原則として対
円での為替ヘッジを活用し為替変動リ
スクの低減を図ります。

組入制限 当ファンド
■株式への実質投資割合には制限を設け
ません。

■外貨建資産への実質投資割合には制限
を設けません。

データ戦略分散マザーファンド
■株式への投資割合には制限を設けませ
ん。

■外貨建資産への投資割合には制限を設
けません。

分配方針 ■年１回（原則として毎年12月10日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配金額を決定します。

■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定しま
す。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。
（基準価額水準、市況動向等によって
は変更する場合があります。）

データ戦略分散ファンド
【愛称：ｄインパクト】

【運用報告書（全体版）】

（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

第２ 期

決算日 2022年12月12日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

日本および米国の株式、債券、金に分散投資する

ことにより、安定的な信託財産の成長を目指して

運用を行います。当期についても、運用方針に

沿った運用を行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 株 式 先 物

比 率
(買建－売建)

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)

投資信託証券
組 入 比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込

分 配 金
期 中
騰 落 率

（設　定　日） 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
2020年12月17日 10,000 － － － － － 285

１期（2021年12月10日） 9,741 0 △ 2.6 41.3 77.5 9.4 367

２期（2022年12月12日） 8,377 0 △14.0 28.0 30.6 12.2 305

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 株 式 先 物

比 率
(買 建 － 売 建)

債 券 先 物
比 率
(買 建 － 売 建)

投資信託証券
組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％ ％
2021年12月10日 9,741 － 41.3 77.5 9.4

12月末 9,759 0.2 28.2 196.2 16.8

2022年１月末 9,339 △ 4.1 － 191.2 12.9

２月末 9,295 △ 4.6 22.6 176.6 16.1

３月末 9,204 △ 5.5 35.2 126.2 13.5

４月末 8,933 △ 8.3 35.2 126.5 14.2

５月末 8,986 △ 7.8 － 161.8 13.8

６月末 8,647 △11.2 29.5 76.0 14.9

７月末 8,928 △ 8.3 6.0 162.9 13.8

８月末 8,636 △11.3 6.3 72.5 14.5

９月末 8,230 △15.5 18.3 70.4 15.2

10月末 8,207 △15.7 19.1 149.2 15.3

11月末 8,363 △14.1 28.6 30.9 12.1

（期　　　末）
2022年12月12日 8,377 △14.0 28.0 30.6 12.2

※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

１ 運用経過
基準価額等の推移について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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純資産総額（百万円）: 右軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 9,741円

期　　末 8,377円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 －14.0％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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基準価額の主な変動要因（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　当ファンドは、データ戦略分散マザーファンドへの投資を通じて、主に日本および米国の株価
指数先物取引、債券先物取引ならびに金価格に連動する上場投資信託証券（ＥＴＦ）等に投資を行
いました。

下落要因
●米国金利が大幅に上昇したこと
●国内金利が上昇したこと
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投資環境について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

期間における日本株式市場はほぼ横ばいとなりました。米国株式市場は下落しました。
日本債券市場、米国債券市場の金利は上昇（債券価格は下落）しました。金価格はほぼ横
ばいとなりました。

日本株式市場

　期間の初めから2022年３月にかけて、新
型コロナの変異ウイルス（オミクロン型）の
世界的感染拡大への警戒感、米国の金融引
き締めの前倒し観測、ウクライナ情勢の緊
迫化を材料として、日本株式市場は下落し
ました。その後、米ドル高・円安の進行や、
入国制限緩和等による国内の経済活動再開
期待を背景に反発する局面はありましたが、
６月には米欧の金融引き締めを嫌気し、世
界的に株価が急落した影響を受けました。
その後も、米国の金融政策が世界的に市場
の焦点となる中、米物価指標やＦＲＢ（米連
邦準備制度理事会）高官の発言等に振られる
展開となりましたが、10月から期間末にか
けては、米国の利上げペースの鈍化期待が
高まり、株価は持ち直しました。

日本債券市場

　日本の長期金利（10年国債利回り）は、期
間の初めから2022年２月にかけて、米国の
金融引き締めの前倒し観測を背景に、米国
金利に連れて上昇しました。ウクライナ情
勢が緊迫化すると一時金利は低下したもの
の、資源高によりインフレの上振れ懸念が
高まったことで、再度金利は上昇に転じま
した。４月から期間末にかけては、ＦＲ
Ｂ・ＥＣＢ（欧州中央銀行）の利上げを背景
に米欧の金利が上昇基調となる中で、日本
銀行による金融緩和政策の修正が意識され
る局面もあり、日本の長期金利は日本銀行
の許容する範囲の上限近傍で推移しました。
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米国株式市場

　期間の初めから2022年６月にかけて、イ
ンフレ懸念を背景とした米国の金融引き締
めの前倒し観測や、長期金利の上昇、ウク
ライナ情勢の緊迫化などを材料として、概
ね下落基調で推移しました。その後、長期
金利の上昇一服や、底堅い企業決算を好感
し、８月まで反発しましたが、ＦＲＢ高官
のタカ派（インフレ抑制を重視する立場）的
発言や米物価指標の上振れを受けて、再度
下落に転じました。10月から期間末にかけ
ては、企業業績の減速が事前に想定された
程度にとどまったことや、米国の利上げ
ペースの鈍化期待が高まったことから、下
落幅を縮小しました。

米国債券市場

　米国の長期金利（10年国債利回り）は、期
間の初めから2022年６月にかけて、米国の
金融引き締めの前倒し観測を背景に上昇し
ました。その後、景気減速に対する懸念を
背景に金利が低下する局面もありましたが、
８月以降、ＦＲＢ高官のタカ派的発言や米
物価指標の上振れ等を受けて、再度金利は
上昇基調となりました。11月から期間末に
かけては、米物価指標の下振れにより利上
げペースの鈍化期待が高まり、金利は上昇
幅を縮小しました。

金市場

　期間の初めから2022年３月にかけて、ウ
クライナ情勢の緊迫化を背景とした安全資
産としての需要や、原油価格の高騰による
インフレ懸念により、金価格は大きく上昇
しました。その後ＦＲＢがインフレ抑制に
向けて段階的にＦＦ（フェデラルファンド）
金利を引き上げるにしたがって、金価格は
下落しました。８月には金利上昇が一服し
たため、金価格も上昇しましたが、米物価
指標の上振れ等を受けて再度金利は上昇基
調になり、金価格は軟調に推移しました。
11月末から期間末にかけては、米国の利上
げペースの鈍化期待が高まったことに加え、
ロシア製ミサイルがポーランドに着弾する
など地政学的緊張の高まりもあり金価格は
上昇しましたが、期間を通してみれば、ほ
ぼ横ばいとなりました。
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

ポートフォリオについて（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

当ファンド

　期間を通じて、主要投資対象であるデー
タ戦略分散マザーファンドを高位に組み入
れました。

データ戦略分散マザーファンド

　当ファンドは、主として日本および米国
の株価指数先物取引、債券先物取引ならび
に金価格に連動する上場投資信託証券（ＥＴ
Ｆ）等に投資を行いました。計量的手法に
よって、主要なファクター間の影響度合い
や独自性の高いオルタナティブ・データ等
を分析した結果を勘案した上で、各資産の
リスクが概ね均等となり、全体の目標リス

ク水準が年率５％程度となることを目指し
たポートフォリオの構築を行いました。期
間を通じて、定量的手法によって構築され
たモデルポートフォリオに合わせた売買を
行いました。期間の初めから2022年10月に
かけて、国内人口データ解析は、国内景況
感の評価がプラス、マイナスまちまちで
あったため、日本株式、日本債券の資産配
分を機動的に変更しました。ＦＯＭＣ（米連
邦公開市場委員会）声明文テキスト解析につ
いては、景況感の評価がマイナスを継続し
たため、株式の組み入れを引き下げました。
11月から期間末にかけては、国内人口デー
タ解析、ＦＯＭＣテキスト解析の両方が景
況感プラスの評価となったことから、株式
の組み入れを引き上げました。

ベンチマークとの差異について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。
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分配金について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第２期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 0

　期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

２ 今後の運用方針
当ファンド

　引き続き、運用の基本方針に従い、デー
タ戦略分散マザーファンドへの投資を通じ
て、主に日本および米国の株価指数先物取
引、債券先物取引ならびに金価格に連動す
る上場投資信託証券（ＥＴＦ）等に投資する
ことにより、中長期的な信託財産の成長を
目指して運用を行います。

データ戦略分散マザーファンド

　主として日本および米国の株価指数先物
取引、債券先物取引ならびに金価格に連動
する上場投資信託証券（ＥＴＦ）等を投資対
象とし、各資産のリスクが概ね均等となり、
全体の目標リスク水準が年率５％程度とな
ることを目指したポートフォリオの構築を
行っています。引き続き、定量的手法に
よって構築されたモデルポートフォリオに
合わせた売買を行い、安定的な信託財産の
成長を目指して運用を行う方針です。
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３ お知らせ
約款変更について

　該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 121円 1.360％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は8,873円です。
投信会社:ファンド運用の指図等の対価
販売会社:交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （69） （0.774）

（販 売 会 社） （49） （0.553）

（受 託 会 社） （3） （0.033）

（b） 売買委託手数料 11 0.127 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （－） （－）

（先物・オプション） （9） （0.097）

（投資信託証券） （3） （0.030）

（c） 有価証券取引税 0 0.000 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （0） （0.000）

（d） そ の 他 費 用 4 0.043 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （1） （0.006）

（監 査 費 用） （1） （0.007）

（そ の 他） （3） （0.031）

合 計 136 1.530

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

参考情報 総経費率（年率換算）

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.40％です。

総経費率
1.40％

運用管理費用（投信会社）

0.77％

運用管理費用（販売会社）

0.55％

運用管理費用（受託会社）

0.03％

その他費用

0.04％
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

当期中の売買及び取引の状況（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
デ ー タ 戦 略 分 散 マ ザ ー フ ァ ン ド 29,296 26,328 46,334 43,038

利害関係人との取引状況等（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

データ戦略分散ファンド

　当期中における利害関係人との取引等はありません。

データ戦略分散マザーファンド

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 先 物 取 引 536 200 37.4 610 299 49.1

※平均保有割合　100.0％

※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。

(2) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率

データ戦略分散ファンド

項 目 当 期

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 410千円

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 29千円

(c) 　 (b)／(a) 7.2％

※売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

組入れ資産の明細（2022年12月12日現在）

親投資信託残高

種 類
期 首(前期末) 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
データ戦略分散マザーファンド 372,224 355,186 305,744

※データ戦略分散マザーファンドの期末の受益権総口数は355,186,123口です。

投資信託財産の構成� （2022年12月12日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
デ ー タ 戦 略 分 散 マ ザ ー フ ァ ン ド 305,744 99.2

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 2,407 0.8

投 資 信 託 財 産 総 額 308,151 100.0

※データ戦略分散マザーファンドにおいて、期末における外貨建資産（91,880千円）の投資信託財産総額（310,351千円）に対する比率は

29.6％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝136.76円です。

自社による当ファンドの設定・解約状況（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

期 首 残 高
（元 本）

当 期 設 定
元 本

当 期 解 約
元 本

期 末 残 高
（元 本） 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円
207 － － 207 当初設定時または当初運用時における取得等
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データ戦略分散ファンド【愛称：ｄインパクト】

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年12月12日現在）

項 目 期 末

(A)�資 産 308,151,811円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 92,167

データ戦略分散マザーファンド(評価額) 305,744,214

未 収 入 金 2,315,430

(B)�負 債 2,324,348

未 払 解 約 金 169,312

未 払 信 託 報 酬 2,133,741

そ の 他 未 払 費 用 21,295

(C)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 305,827,463

元 本 365,085,423

次 期 繰 越 損 益 金 △ 59,257,960

(D)�受 益 権 総 口 数 365,085,423口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,377円

※当期における期首元本額377,260,330円、期中追加設定元本額

38,477,577円、期中一部解約元本額50,652,484円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2021年12月11日　至2022年12月12日）

項 目 当 期

(A)�配 当 等 収 益 △���������9円
受 取 利 息 1
支 払 利 息 △        10

(B)�有 価 証 券 売 買 損 益 △42,036,125
売 買 益 2,743,604
売 買 損 △44,779,729

(C)�信 託 報 酬 等 △�4,424,185
(D)�当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △46,460,319
(E)�前 期 繰 越 損 益 金 △�7,280,977
(F)�追 加 信 託 差 損 益 金 △�5,516,664

(配 当 等 相 当 額) (△     5,525)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 5,511,139)

(G)�合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △59,257,960
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) △59,257,960
追 加 信 託 差 損 益 金 △ 5,516,664
(配 当 等 相 当 額) (△     4,772)
(売 買 損 益 相 当 額) (△ 5,511,892)
繰 越 損 益 金 △53,741,296

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期

(a) 経費控除後の配当等収益 0円

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0

(c) 収益調整金 0

(d) 分配準備積立金 0

(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 0

１万口当たり当期分配対象額 0.00

(f) 分配金 0

１万口当たり分配金 0

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

0円
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データ戦略分散マザーファンド
第２期（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

信託期間 無期限（設定日：2020年12月17日）

運用方針

■実質的に、日本および米国の株式、債券、金に分散投資することにより、安定的な信託財産の成
長を目指して運用を行います。

■外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを活用し、為替変動リスクの低減を図り
ます。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

設定以来の運用実績

決 算 期
基 準 価 額 株 式 先 物

比 率
(買建－売建)

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)

投資信託証券
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

（設　定　日） 円 ％ ％ ％ ％ 百万円
2020年12月17日 10,000 － － － － 284

１期（2021年12月10日） 9,871 △ 1.3 41.3 77.5 9.4 367

２期（2022年12月12日） 8,608 △12.8 28.0 30.6 12.2 305

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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データ戦略分散マザーファンド

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 株 式 先 物

比 率
(買建－売建)

債 券 先 物
比 率
(買建－売建)

投資信託証券
組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％ ％ ％
2021年12月10日 9,871 － 41.3 77.5 9.4

12月末 9,896 0.3 28.1 196.0 16.7

2022年１月末 9,483 △ 3.9 － 190.3 12.8

２月末 9,448 △ 4.3 22.5 175.9 16.1

３月末 9,367 △ 5.1 35.0 125.7 13.5

４月末 9,101 △ 7.8 35.0 125.8 14.1

５月末 9,166 △ 7.1 － 160.7 13.7

６月末 8,831 △10.5 29.5 76.0 14.9

７月末 9,128 △ 7.5 5.9 162.4 13.8

８月末 8,840 △10.4 6.2 72.0 14.4

９月末 8,435 △14.5 18.2 70.1 15.1

10月末 8,421 △14.7 19.0 148.3 15.2

11月末 8,590 △13.0 28.4 30.7 12.0

（期　　　末）
2022年12月12日 8,608 △12.8 28.0 30.6 12.2

※騰落率は期首比です。
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データ戦略分散マザーファンド

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

基準価額等の推移

期 首 9,871円

期 末 8,608円

騰 落 率 －12.8％
期首 '22/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 期末

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

0

500

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

基準価額の主な変動要因（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　当ファンドは、主として日本および米国の株価指数先物取引、債券先物取引ならびに金価格に

連動する上場投資信託証券（ＥＴＦ）等に投資を行いました。基本資産配分は、各資産のリスク

が概ね均等となるよう調整するとともに、独自性の高いオルタナティブ・データ等を計量的に分

析して調整を行い、決定しました。外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを活

用し、為替変動リスクの低減を図りました。

下落要因
・米国金利が大幅に上昇したこと

・国内金利が上昇したこと
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データ戦略分散マザーファンド

投資環境について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　期間における日本株式市場はほぼ横ばいとなりました。米国株式市場は下落しました。日本

債券市場、米国債券市場の金利は上昇（債券価格は下落）しました。金価格はほぼ横ばいとな

りました。

日本株式市場

　期間の初めから2022年３月にかけて、新型コロナの変異ウイルス（オミクロン型）の世界的感

染拡大への警戒感、米国の金融引き締めの前倒し観測、ウクライナ情勢の緊迫化を材料として、

日本株式市場は下落しました。その後、米ドル高・円安の進行や、入国制限緩和等による国内の

経済活動再開期待を背景に反発する局面はありましたが、６月には米欧の金融引き締めを嫌気し、

世界的に株価が急落した影響を受けました。その後も、米国の金融政策が世界的に市場の焦点と

なる中、米物価指標やＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）高官の発言等に振られる展開となりまし

たが、10月から期間末にかけては、米国の利上げペースの鈍化期待が高まり、株価は持ち直しま

した。

日本債券市場

　日本の長期金利（10年国債利回り）は、期間の初めから2022年２月にかけて、米国の金融引き

締めの前倒し観測を背景に、米国金利に連れて上昇しました。ウクライナ情勢が緊迫化すると一

時金利は低下したものの、資源高によりインフレの上振れ懸念が高まったことで、再度金利は上

昇に転じました。４月から期間末にかけては、ＦＲＢ・ＥＣＢ（欧州中央銀行）の利上げを背景

に米欧の金利が上昇基調となる中で、日本銀行による金融緩和政策の修正が意識される局面もあ

り、日本の長期金利は日本銀行の許容する範囲の上限近傍で推移しました。
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データ戦略分散マザーファンド

米国株式市場

　期間の初めから2022年６月にかけて、インフレ懸念を背景とした米国の金融引き締めの前倒し

観測や、長期金利の上昇、ウクライナ情勢の緊迫化などを材料として、概ね下落基調で推移しま

した。その後、長期金利の上昇一服や、底堅い企業決算を好感し、８月まで反発しましたが、Ｆ

ＲＢ高官のタカ派（インフレ抑制を重視する立場）的発言や米物価指標の上振れを受けて、再度

下落に転じました。10月から期間末にかけては、企業業績の減速が事前に想定された程度にとど

まったことや、米国の利上げペースの鈍化期待が高まったことから、下落幅を縮小しました。

米国債券市場

　米国の長期金利（10年国債利回り）は、期間の初めから2022年６月にかけて、米国の金融引き

締めの前倒し観測を背景に上昇しました。その後、景気減速に対する懸念を背景に金利が低下す

る局面もありましたが、８月以降、ＦＲＢ高官のタカ派的発言や米物価指標の上振れ等を受けて、

再度金利は上昇基調となりました。11月から期間末にかけては、米物価指標の下振れにより利上

げペースの鈍化期待が高まり、金利は上昇幅を縮小しました。

金市場

　期間の初めから2022年３月にかけて、ウクライナ情勢の緊迫化を背景とした安全資産としての

需要や、原油価格の高騰によるインフレ懸念により、金価格は大きく上昇しました。その後ＦＲ

Ｂがインフレ抑制に向けて段階的にＦＦ（フェデラルファンド）金利を引き上げるにしたがって、

金価格は下落しました。８月には金利上昇が一服したため、金価格も上昇しましたが、米物価指

標の上振れ等を受けて再度金利は上昇基調になり、金価格は軟調に推移しました。11月末から期

間末にかけては、米国の利上げペースの鈍化期待が高まったことに加え、ロシア製ミサイルが

ポーランドに着弾するなど地政学的緊張の高まりもあり金価格は上昇しましたが、期間を通して

みれば、ほぼ横ばいとなりました。
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データ戦略分散マザーファンド

ポートフォリオについて（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　当ファンドは、主として日本および米国の株価指数先物取引、債券先物取引ならびに金価格に

連動する上場投資信託証券（ＥＴＦ）等に投資を行いました。計量的手法によって、主要なファ

クター間の影響度合いや独自性の高いオルタナティブ・データ等を分析した結果を勘案した上で、

各資産のリスクが概ね均等となり、全体の目標リスク水準が年率５％程度となることを目指した

ポートフォリオの構築を行いました。期間を通じて、定量的手法によって構築されたモデルポー

トフォリオに合わせた売買を行いました。期間の初めから2022年10月にかけて、国内人口データ

解析は、国内景況感の評価がプラス、マイナスまちまちであったため、日本株式、日本債券の資

産配分を機動的に変更しました。ＦＯＭＣ（米連邦公開市場委員会）声明文テキスト解析につい

ては、景況感の評価がマイナスを継続したため、株式の組み入れを引き下げました。11月から期

間末にかけては、国内人口データ解析、ＦＯＭＣテキスト解析の両方が景況感プラスの評価と

なったことから、株式の組み入れを引き上げました。

ベンチマークとの差異について（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

　主として日本および米国の株価指数先物取引、債券先物取引ならびに金価格に連動する上場投

資信託証券（ＥＴＦ）等を投資対象とし、各資産のリスクが概ね均等となり、全体の目標リスク

水準が年率５％程度となることを目指したポートフォリオの構築を行っています。引き続き、定

量的手法によって構築されたモデルポートフォリオに合わせた売買を行い、安定的な信託財産の

成長を目指して運用を行う方針です。
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１万口当たりの費用明細（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) 売 買 委 託 手 数 料 11円 0.126％

売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（先物・オプション） ( 9) (0.096)

（投 資 信 託 証 券） ( 3) (0.030)

(b) 有 価 証 券 取 引 税 0 0.000 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税：有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（投 資 信 託 証 券） ( 0) (0.000)

(c) そ の 他 費 用 3 0.036 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金

の送回金・資産の移転等に要する費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） ( 1) (0.006)

（そ の 他） ( 3) (0.030)

合 計 15 0.163

期中の平均基準価額は9,054円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

当期中の売買及び取引の状況（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

(1) 投資信託証券

買 付 売 付

口 数 買 付 額 口 数 売 付 額

外
国

口 千アメリカ・ドル 口 千アメリカ・ドル
ア メ リ カ ISHARES GOLD TRUST 9,000 311 10,000 341

※金額は受渡し代金。

(2) 先物取引の種類別取引状況

種 類 別
買 建 売 建

新 規 買 付 額 決 済 額 新 規 売 付 額 決 済 額

国内
百万円 百万円 百万円 百万円

株 式 先 物 取 引 429 475 － －

外国
株 式 先 物 取 引 106 134 － －

債 券 先 物 取 引 3,884 4,077 － －

※金額は受渡し代金。

※外国の取引金額は、各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金額の合

計です。
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利害関係人との取引状況等（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

(1) 利害関係人との取引状況

区 分 買付額等
Ａ

売付額等
Ｃうち利害関係人

との取引状況Ｂ
Ｂ
Ａ

うち利害関係人
との取引状況Ｄ

Ｄ
Ｃ

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 先 物 取 引 536 200 37.4 610 299 49.1

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2021年12月11日から2022年12月12日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。

(2) 売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率

項 目 当 期

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 410千円

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 29千円

(c) 　 (b)／(a) 7.2％

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害

関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。



22－　　－

データ戦略分散マザーファンド

組入れ資産の明細（2022年12月12日現在）

(1）外国投資信託証券

銘 柄

期首(前期末) 期 末

口 数 口 数
評 価 額

組 入 比 率
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

（アメリカ） 口 口 千アメリカ・ドル 千円 ％

ISHARES GOLD TRUST 9,000 8,000 272 37,253 12.2

小 計
口 数 ・ 金 額 9,000 8,000 272 37,253 12.2

銘 柄 数 <比 率> 1銘柄 1銘柄 <12.2％>

合 計
口 数 ・ 金 額 9,000 8,000 － 37,253 12.2

銘 柄 数 <比 率> 1銘柄 1銘柄 <12.2％>

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

※<　>内は、純資産総額に対する評価額の比率。

※銘柄コードの変更等、管理上の都合により同一銘柄であっても別銘柄として記載されている場合があります。

(2）先物取引の銘柄別期末残高

銘 柄 別
期 末

買 建 額 売 建 額

国内
百万円 百万円

ＴＯＰＩＸ 58 －

外国
S&P 500 EMINI FUT 27 －

US 10YR NOTE(CBT) 93 －

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

投資信託財産の構成� （2022年12月12日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
投 資 信 託 受 益 証 券 37,253 12.0

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 273,098 88.0

投 資 信 託 財 産 総 額 310,351 100.0

※期末における外貨建資産（91,880千円）の投資信託財産総額（310,351千円）に対する比率は29.6％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝136.76円です。
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資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年12月12日現在）

項 目 期 末

(A)�資 産 400,292,836円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 209,090,315

投資信託受益証券(評価額) 37,253,424

未 収 入 金 95,636,501

差 入 委 託 証 拠 金 58,312,596

(B)�負 債 94,532,369

未 払 金 92,209,764

未 払 解 約 金 2,315,430

そ の 他 未 払 費 用 7,175

(C)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 305,760,467

元 本 355,186,123

次 期 繰 越 損 益 金 △ 49,425,656

(D)�受 益 権 総 口 数 355,186,123口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,608円

※当期における期首元本額372,224,344円、期中追加設定元本額

29,296,651円、期中一部解約元本額46,334,872円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は、データ戦略分散ファンド

355,186,123円です。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2021年12月11日　至2022年12月12日）

項 目 当 期

(A)�配 当 等 収 益 92,949円

受 取 利 息 3,445

そ の 他 収 益 金 170,407

支 払 利 息 △    80,903

(B)�有 価 証 券 売 買 損 益 △����75,206

売 買 益 33,866,898

売 買 損 △33,942,104

(C)�先 物 取 引 等 損 益 △44,849,865

取 引 益 18,673,430

取 引 損 △63,523,295

(D)�そ の 他 費 用 等 △���117,802

(E)�当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △44,949,924

(F)�前 期 繰 越 損 益 金 △�4,803,948

(G)�解 約 差 損 益 金 3,295,968

(H)�追 加 信 託 差 損 益 金 △�2,967,752

(I)�合 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) △49,425,656

次 期 繰 越 損 益 金(Ｉ) △49,425,656

※有価証券売買損益および先物取引等損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。


